
地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県西和医療センター 

駐車場運営管理業務委託に係る実施要項 

 

 

令和７年８月１３日付で公告した「地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県西和医療センタ

ー駐車場運営管理業務委託」に係る公募については、関係法令及び当該広告に定めるもののほか、

この実施要項によるものとする。 

 

１．趣旨 

地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県西和医療センター駐車場運営管理業務を委託する

ことにより、円滑かつ効率的な遂行を図ることを目的とし、利用者へのサービス向上の実現を

目指すものである。 

受託業者については、単に価格だけでなく、実績、専門性、技術力を勘案し、総合的な見地

から判断して最も評価の優れた者を選定するため、公募型プロポーザル方式により実施する。 

 

２．役務の名称 

地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県西和医療センター 

駐車場運営管理業務委託 

 

３．業務の内容等 

駐車場運営管理業務 

詳細については、別紙仕様書のとおり。 

 

４．業務の委託期間 

令和８年１月１日から令和１２年１２月３１日まで 

ただし、契約締結日から令和７年１２月３１日までの間は、奈良県西和医療センター（以下、

「当センター」という。）における業務遂行に必要な準備期間とし、この期間に要する一切の 

費用は受託者の負担とする。 

受託者は準備期間中に、前事業者より引継及び必要に応じ仕様の確認等を行い、令和８年 

１月１日からの業務に支障がないようにしておくこと。 

 

５．履行場所 

奈良県生駒郡三郷町三室１丁目１４番１６号 

奈良県西和医療センター内 

 

６．業務委託に係る費用 

(１)  駐車場料金収入 

受託者が徴収した駐車場料金のうち、委託者固定収益金を差し引いた残額を、本業務の 

委託料として受託者が受領する。 

(２)  委託者固定収益金 

提案者が提示した提案金額をもって、委託者固定収益金とする。 

ただし、次の最低収益金額以上の額とすること。 

最低収益金額：月額 １，７００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

７．応募者の資格要件 

 応募者は、応募時点において、次に掲げる(１)から(12)のすべてに該当する者であること。 

ただし、(３)については、企画提案書提出時点で要件を満たす者であること。 

(１) 地方独立行政法人奈良県立病院機構契約規程第４条第１項及び第２項の規定に該当しな

い者であること 地方独立行政法人奈良県立病院機構契約規程第４条第１項及び第２項の規

定に該当しない者であること。 

(２) 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参加停止の措置期間



中でない者であること。 

(３) 公告日からこの公告に示した調達物品の入札の日までの間のいずれにおいても、民事再

生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て、会社更生法（平成 14

年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立て、又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の規定による破産手続開始の申立てが行われている者でないこと。 

(４) 役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び禁固以上の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない

者がいる法人等（法人格のない団体にあっては代表者が上記要件に該当する団体）でないこ

と。 

(５) 銀行の取引停止、又は差押えを受けていない者であること。 

(６) この公告に示した役務を確実に遂行し得る者であること。 

(７) 奈良県物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成７年 12 月奈良県告示

第 425 号）による競争入札参加資格者であること。 

(８) 次に掲げるアからキのいずれの要件にも該当しない者であること。 

ア 役員等（法人にあっては役員〔非常勤の者を含む。〕、支配人及び支店又は営業所〔常時

契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。〕の代表者を、個人にあってはその者、

支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律〔平成３年法律第 77 号。以下「法」とい う。〕第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。 

イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与している。 

ウ 役員等が、その所属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第

三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用している。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して賃金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的

若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与している。 

オ ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべ

き関係を有している。 

カ この契約に係る資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「購入契約等」という。）に

当たって、その相手方が上記アからオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該

者と契約を締結している。 

キ この契約に係る購入契約等に当たって、上記アからオまでのいずれかに該当する者を相

手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）において、当センターが当該購入契約

等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。 

(９) 業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、こ

れらを受けている者であること。 

(10) 法令を遵守し、当該委託業務を効率的かつ効果的に遂行できる能力等を有する者である

こと。 

(11) 過去５年間に、300 床以上の病院の駐車場管理運営業務を請け負い、１年間以上継続して

誠実に履行した実績を有する者であること。 

(12) その他、業務仕様書における必要事項を全て満たす者であること。 

 

８．応募にあたっての条件 

１ 企画提案に関する条件 

(１) 提出された書類等は返却しない。 

(２) 提出された提案書等は、審査作業に必要な範囲において複製を行う場合がある。 

(３) 企画提案書等の提出後、提案内容の追加及び変更は認めないが、審査に必要な書類等

の追加提出を求める場合がある。 

(４) 本業務の応募に要する費用は、応募者の負担とする。 

２ 業務の履行にあたっての条件 

(１) 受託者は、提案した内容に基づき各業務を誠実に履行するものとする。 

(２) 受託者は、業務に関して知り得た個人情報の漏洩、滅失又は毀損の防止その他知り得



た個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。また、業務に従事

している者又は従事していた者は、その業務に関して知り得た個人の情報を漏らしてはな

らない。 

(３) 受託者は、業務に従事する者が、コールセンター受電対応等の接遇、個人情報保護等

について正しい知識をもって業務を遂行できるよう研修等を行うこと。 

(４) 受託者は、業務の履行開始までに現在の駐車場運営管理業務受託業者から業務の引継

を受けるとともに、契約締結日から令和７年１２月３１日までの間を当センターにおける

準備期間として、業務に従事する予定の者に対して必要な研修等を行うこと。 

また、契約期間の終了に際しては、委託者が指定する者に対し、誠実に業務の引継を行

うこと。 

 

９．応募の手続等 

１ 担当課及び問合せ先 

〒６３６－０８０２ 奈良県生駒郡三郷町三室１丁目１４番１６号 

奈良県西和医療センター 財務課 管財係（担当：吉村） 

電話番号（代表）：０７４５－３２－０５０５（内線２２１４） 

Mail：seiwa-zaimuka@nara-pho.jp 

２ 実施要項等の配布 

(１) 配布期間 

令和７年８月１３日（水）から同年９月１日（月）まで。 

(２) 配布場所 

当センターのホームページにて配布。 

３ 説明会の開催 

説明会は開催しない。 

４ 参加申請書及び守秘義務の遵守に関する誓約書の提出 

(１) 提出期間 

令和７年８月１３日（水）から同年９月５日（金）までの、土曜日、日曜日及び祝日を除

く、午前９時から午後５時まで。 

ただし、正午から午後１時までを除く。 

(２) 提出先 

担当課に同じ。 

(３) 提出方法 

持参。 

(４) 提出書類 

・参加申請書（様式１） 

・守秘義務の遵守に関する誓約書（様式２） 

(５) 参加資格確認通知 

令和７年９月９日（火）に、上記(１)の提出期間内に提出されたものに限り、 

参加資格の可否を通知予定。通知方法はメール及び電話とする。 

５ 質問の受付等 

(１) 受付期間 

令和７年８月１３日（水）から同年９月１日（月）までの、土曜日、日曜日及び祝日を 

除く、午前９時から午後５時まで。 

(２) 質問先 

担当課に同じ。 

(３) 質問方法 

メールに限る。質問書（様式５）に、該当箇所がわかるよう、資料名、ページ等の質問 

内容を記載し、担当課連絡先まで送信すること。 

送信後、電話で送付した旨を連絡し、必ず受信の確認をすること。 

※電話や来訪等での口頭による質問は受け付けない。  



(４) 質問への回答 

令和７年９月４日（木）に当センターホームページにて公開予定。 

６ 企画提案書の提出 

(１) 提出期間 

令和７年９月９日（火）から同年９月１１日（木）まで午前９時から午後５時まで。 

ただし、正午から午後１時までを除く。 

(２) 提出先 

担当課に同じ。 

(３) 提出方法 

持参。 

(４) 提出書類 

※指定の様式については、「地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県西和医療センター 

駐車場運営管理業務委託に係る提出書類の作成要領」を参照。 

Ⅰ 企画提案書（様式７及び任意様式のＡ４サイズ３０枚以内） 

・業務実施体制 

・トラブル対策 

・安全対策 

・利便性 

・工事概要やその他 

Ⅱ 実績一覧表（様式３） 

・７．の(９)に係る受注実績を記載した書類 

※上記の受注実績については、奈良県内及び近隣府県における実績を優先して記載し、

記載内容に係る契約書の写し等を添付すること。 

Ⅲ 応募事業者の概要（様式４及び下記添付書類） 

・直近２年間の損益計算書、賃貸借表の写し 

・法人税、消費税及び地方消費税に滞納がない証明書 

・会社概要、業務案内等 

※原本の提出が出来ない場合、Ａ４サイズを大幅に超える場合は事前に相談の上、 

写しを添付すること。 

Ⅳ 見積書（任意様式 Ａ４サイズ） 

・見積書のあて名は「地方独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県西和医療センター 

院長 土肥 直文」とすること。 

・見積書には、業務期間における月額の委託者固定収益金額を税込で記載すること。 

使用する通貨は日本国通貨とする。 

・算出方法、内訳等を示すこと。その他の積算にあたっての詳細は仕様書に基づくもの

とする。 

・今回提出の見積書は、事業者選定の見積額であるため、受託者決定時の契約金額を約

束するものではない。 

・契約期間中であっても、当センターが実施する検収において、受託者の業務の実施内

容が仕様書の内容を満たしていないと判断した場合には、口頭又は書面により改善要

求を行うことができる。 

(５) 提出部数 

８部（原本１部、写し７部） 

７ 辞退届の受付 

辞退届（様式６）は、令和７年９月１１日（木）午後５時までに提出すること。 

８ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

提出された企画提案書等に基づくプレゼンテーション及びヒアリングは、令和７年９月中

旬に実施予定。なお、日程及び場所等については、参加資格を有する応募者に別途通知する。 



10．企画提案の評価に係る主なポイント 

１ 業務実施の基本方針 

・運営方法･管理体制や運営能力 

・公共施設における有料貸駐車場の運営実績、 

・駐車場運営管理業務における作業要領 

※業務実施に係る再委託を必要とする場合は、再委託先との連携体制を明記すること。 

当センターへの事前確認があり、かつ当センターが適当と認めた場合に限り、再委託を 

許可するものとする。 

２ トラブル対策 

・設備機器が事故や不具合等使用できない場合の対応 

・利用者からの苦情処理体制 

・災害発生時等の連絡体制、復旧対応、駐車場開放 

３ 安全対策 

 ・維持管理･利便性や安全性を損ねないための計画的な維持管理体制の構築 

・場内における事故防止対策、防犯対策 

・適切な誘導看板、案内看板の設置 

４ 利便性 

・利用者が駐車場満空状態を把握する手段 

・各種キャッシュレス決済への対応 

・割引処理･割引認証の方法等 

５ 工事概要やその他 

・工事内容やスケジュール 

・各機器･案内板等の適切な配置 

・その他の独自提案など 

６ 委託者固定収益金額（見積書） 

・受託者が徴収した駐車場料金のうち、委託者固定収益金を差し引いた残額を、本業務の 

委託料として受託者が受領する。 

・提案者が提示した提案金額をもって、委託者固定収益金とする。ただし、最低収益金額以

上の額とすること。 

・最低収益金額は、月額１，７００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

 

11．業務受託予定者の選定方法 

９．の５の(４)により提出された企画提案書等及びプレゼンテーションの内容を審査した上

で、業務受託予定者及び次点者を決定する。 

ただし、応募者が１者のみの場合であっても、審査結果によっては業務受託予定者とならな

いことがある。 

 

12．審査結果の通知 

審査結果は、企画提案書を提出したすべての応募者に対して通知する。 

 

13．業務受託予定者の取消 

１ 業務受託予定者が次の要件のいずれかに該当する場合は、業務受託予定者の決定を取消す

ことがある。 

(１) ７．に定める応募資格を有しない場合又は失った場合 

(２) 企画提案書等の提出書類に虚偽の内容が記載されていた場合 

(３) 決定後に行う事業実施に関する当センターと業務受託予定者間の協議において、当セ

ンターが求める条件を満たせない等不適当であると判断した場合 

２ １の(３)に基づき業務受託予定者を取消した場合は、次点者と業務委託に関する協議を行

う場合がある。  



14．契約書の作成 

１ 契約書を２通作成し、各自１通保有することとする。 

２ 契約書の作成に要する費用はすべて受託者の負担とする。 

３ 契約保証金は、地方独立行政法人奈良県立病院機構契約規程第２７条による。 

 

15．審査後の手続 

業務受託予定者の選定後、業務受託予定者と当センターで委託業務に関する詳細の協議を行

い、令和７年９月下旬を目処に契約を締結する。 

 

16．公募型プロポーザル方式による事業者選定スケジュール（予定） 

令和７年 ８月１３日（水）  公告 

 ９月１日（月） 午後５時 
公告終了 

質問締切 

 ９月４日（木）  質問への回答 

 ９月５日（金） 午後５時 参加申請受付締切 

 ９月９日（火）  参加資格確認通知 

 ９月１１日（木） 午後５時 企画提案書・辞退届締切 

 ９月１６日（火）以降 プロポーザル実施日 

 ９月下旬  契約締結 

 ～１２月３１日（水） 準備期間 

令和８年 

令和１２年 

１月１日（木）から 

１２月３１日（火）まで 
業務の委託期間 

 


